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要 旨:
本研究の目的は,福 井県理学療法士会会員の新人教育プログラム修了後における専門性制度下の状態お よび認
定 ・専門理学療法士資格に対する取得への意欲を把握 し,福 井県理学療法士会教育局の今後の活動 を検討するこ
とである.福 井県理学療法士会会員に対 して,ア ンケー ト用紙を送付 し,同 意を得られなかった者および新人教
育プログラム未修了者を除いた新人教育プログラム修了および免除者を対象 とした.送付後に返送のあった検討
対象数は310名であった.専 門領域研究部会の登録率は全体の38.4%であ り,その うち19名が認定 ・専門理学
療法士を取得 していた.専 門領域研究部会の登録率は低かったものの認定 ・専門理学療法士の取得意欲は高 く乖
離 を生 じた結果であった.個 々のスキルアップを望む会員 もみられるが,診 療報酬との非関連や取得後のメリッ
トの少なさ等 といった専門性制度の具体的な位置づけが未だ不明瞭であることが要因の一つと考えられる.
は じめに
現在,理 学療法士養成校 は著 しく増加 してお り,
2013年度 には249校で計13,500名の学生が入学 して
いる1.ま た,日 本理学療法士協会(以 丁,協 会)の
会員数 も約10万人に差し迫るように増加を認めてお
り,福井県理学療法士会(以 下,本 県士会)の 会1貸数
の動向も増加現象を示 している2）.協会は,会 員数の
増加を懸念 し,理学療法士の質の向上を目的に生涯学
習 システムを1990年に検討 し,1994年には専門理学
療法制度を制定し,新 人教育プログラム(以 下,新 プ
ロ)を 試行的 に開始 した３）.また,2009年には上記
の制度を見直した新認定 ・専門理学療法士(以 下,認
定 ・専門PT)制 度を制定 し,会 員に対 し啓蒙活動 を
行っている.
しか し,本県士会教育局では,本 県士会員の新プロ
修了後の詳細な動向をつかめていないのが現状であ
る.本 研究は,本 県士会員の新 プロ修了後における専
門性制度下の状態お よび認定 ・専門PT資 格に対する
取得への意欲をアンケー ト調査にて把握し,今 後の本
県士会教育局の活動を検討することを目的 とす る.
対象および方法
2012年度本県±会員名簿に記載 された会II員609名
(116施設582名,自宅会員27名)に対 してアンケー
ト用紙およびア ンケー ト調査の目的を十分に説明 した
文書を送付 し,同意を得られた場合にアンケー ト回答
を依頼 した.無 回答や同意を得 られなかった者,新 プ
ロ未修了の者を除いた新プロ修了および免除された会
員を対象 とした.ア ンケー ト奥施期 間は2013年3月
1日～2013年5月31日とした.ア ンケー ト内容は,
回答者全員に対 しては,PT免 許取得年 ・経験年数 ・
性別 ・新プロ修了年度 ・職場形態 ・協会の専門領域研
究部会登録の有無 ・専 門領域研究部会の登録分野 とし
た,次 いで,認 定 ・専門PT資 格取得者 に対 しては,
取得資格 ・取得 した分野 ・取得 して良かった点,認 定 ・
専門PT資 格未取得者に対 しては,認 定 ・専 門PT資
格の取得意欲 ・取得 したい理由 ・取得 しようと思わな
い理由を追加 した。ア ンケー トの回収お よび集計は,
筆者および共同筆者にて行った.
結果
ア ンケ ー ト回収数 は382名(回 収率:62%)で あ り,
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その中か ら新プロ未修了者72名を除外 した新 プロ修
了および免除された会員310名を検討対象数とした.
1)専門領域研究部会の登録率
専門領域研究部会の登録者は全体の38.4%(119名),
未登録者は60.3%(187名),そして無回答者が1,3%(4
名)で あった.専 門領域研究部会への未登録は,5年
未満の会員に多 く見 られた(図1).ま た,登 録者の
多 くは複数の領域に登録 していた(図2).
図1経 験年数別における専門領域研究部会登録数
(人数)
図2専 門領域研究部会の登録領域
2)認定 ・専門PT取 得者
認定 ・専門PT取 得者は19名であ り,全体の6.1%
であった.本 県の取得者は数名の会員がい くつかの資
格 を取 得 してお り,認 定PTが2名,専 門PTが23
名の延べ25名であった.取 得分野 に関 して認定PT
は運動器 ・神経筋障害が各1名 ずつであ り,専 門PT
は基礎が4名,神 経が2名,運 動器7名,内 部障害が
2名,生 活環境支援3名,物 理療法1名,教 育管理が
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4名 であ っ た.認 定 ・専 門PT取 得者 の5年 単位 の経
験 年数 別 におい て10年 未満 が3名,10-15年未満 が4
名,15-20年未 満 が3名,20-25年未 満 が3名,25-30
年未 満が4名,30年 以 上 が2名 で あ っ た.職 場 形態
は,総 合 病 院 ・一 般病 院が52.6%(10名),診療 所 が
15.8%(3名),特養 ・老健 ・デ イ ・訪問看 護 な どの福
祉 施 設が5.3%(1名),養 成校 が21.1%(4名),無回
答が5.3%(1名)で あ った.取 得後 に良か った と感 じ
た点 は,「ない」7名,「 知識 が増 えた」5名,「 自信 が
つい た」4名,「 査 読 ・座 長依 頼 」3名,「 勤 務先 で の
発 言力」2名,「 無 回答」1名 であ った.
3)認定 ・専門PT未 取得者
認定 ・専門PT未 取得者は291名であ り,その うち
今後取得 したい会員は187名,取得 したいと思わない
会員は85名,無 回答が19名であった.取 得希望者は
15年未満の会員で多い割合を示 した(図3).ま た,
性差で検 討す る と取得 したい男性 は101名,女性は
86名,取得 したいと思わない男性は44名,女性 は41
名であり,男女 ともに取得 したい会員が取得 したいと
思わない者の約2倍 を示 してお り性差において特徴的
な傾向を認めなかった.取 得 したい理 由としては 「自
分のスキルアップ」151名,「理学療法士の将来」78
名,「よくわか らない」11名,「協会が推奨」8名,「職
場での推奨」7名,「その他 ・無回答」13名であった.
取得 したいと思わない理由としては,「制度が不明瞭」
34名,「診療報酬へ の未反映」26名,「面倒である」
18名,「専門分野が しぼれない」15名,「非義務」12名,
「協会での特典がない」12名,「取得者 に利益がない」
10名,「所属先 に利益がない」9名,「制度に反対」8名,
「他人事に感 じる」5名,「促 されない」2名であった.
その他少数意見 として,「未取得で も技術 ・知識的 に
優れている理学療法士がいる」 といった技術的理由,
図3経 験年数別の認定 ・専門PT取得意欲
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「職場における業務過多」といった職場的理由,「育児
や家事にて講習会などの参加が困難」 といった家庭的
理由も見られた.
考察
2013年度における協会の調べi}では,全 国におけ
る認定PT取 得者が約OB%,専門PT取得者が約2.0%,
そ して本県における認定PT取 得者が0,3%,専門PT
取得者が2.8%であると報告されている.
今回のアンケー ト調査結果より,本県士会員の専門
領域研究部会の登録率は少なかったものの,取 得への
関心は高 く,解離 を生 じた結果であった.こ のように
個々のスキルアップを望む会員 もみ られるが,診 療報
酬との非関連や認定 ・専門PT取 得後のメリットの少
なさなどといった専門性制度の具体的な位置づけが未
だ不明瞭であることが要因の一つ と考えられる.
福井県士会教育局としてのこれ までの協会と本県十
会員 との関わ りは,協 会の制度を本県十会教育局が介
して本県十会員に対 して報告を行っていた.し か しな
が ら,今 後は専門性制度に関して本県士会教育局は,
協会からの受動的な情報共有ではな く,積極的に本県
上会員の現状や問題点などの意見交換 を行い.本 県士
会員に対して明瞭に伝達 してい く必要があると考えら
れる.ま た,他 都道府県士会の取 り組みな どを調査
し,それらも考慮 した上で取得前の会員に対 しての啓
蒙活動のみでなく,可能であれば本県士会の認定 ・専
門PT取 得者が啓蒙活動 に関与 して頂 き,専 門性の向
ヒを目的とした啓蒙活動を本県士会員に対 して行って
い くことが必要であるかもしれない。一方,本 県士会
は平成26年度に40周年を迎 える.1989年の15周年
の際において,本 県上会の諸先輩方 は職場の垣根をこ
えての研究活動を行い,1990年には15周年記念学術
誌(図4)を 作成 していた.こ のように協会において
新プロおよび生涯学習制度が始 まる以前より本県士会
員は,研究などの生涯学習に励 まれていた歴史がある.
常に追究する姿勢を会員が持ち続けるように本県上会
教育局としては新たな啓蒙活動に取 り組む必要がある
図4福 井県理学療法士会15周年記念学術誌 「追究」
と考えられる.そ のひとつ として,家 庭 を持つ女性で
も専門性の向上が可能となるよう本県士会教育局とし
ては協会への意見交換や研修会などの配慮 も行 う必要
があると考え られる.
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